
樽前山噴火災害対策編

この編は、樽前山が噴火し、又はそのおそれがある場合にお

いて、地域住民及び滞在者等の生命、身体及び財産を保護する

ため、火山噴火の予防及び対策について記述するが、樽前山噴

火災害対策については、この編のほか最大災害を想定した「地

震災害対策編」を準用する。

なお、風不死岳については、樽前山に包含するものとする。



樽前山噴火災害対策編 （第１章 総   則）

〔千歳防災〕 201  

第１章 総   則

第１節 計画の方針
地震災害対策編第１章第１節「計画の方針」を参照のこと。

第２節 防災組織

第１ 防災組織の実施機関及び責務

地震災害対策編第１章第２節「計画の構成と概要」及び第７節「市、防災関係機関及び市民等の役

割」を参照のこと。

第２ 樽前山火山防災協議会

樽前山火山防災協議会は、活動火山対策特別措置法第４条第１項の規定に基づき設置し、「樽前山火

山避難計画」を策定し、噴火災害に際し適切に対処することを目的として組織する。

協議会を構成する市町及び関係機関は、次のとおりである。
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構

成

市

町

苫 小 牧 市

千 歳 市

恵 庭 市

白 老 町

安 平 町

厚 真 町

む か わ 町

北 海 道 総 合 通 信 局

北 海 道 開 発 局 札 幌 開 発 建 設 部

北 海 道 開 発 局 室 蘭 開 発 建 設 部

東 京 航 空 局 新 千 歳 空 港 事 務 所

石 狩 森 林 管 理 署

胆 振 東 部 森 林 管 理 署

苫 小 牧 海 上 保 安 署

北海道地方環境事務所支笏洞爺国立公園管理事務所

札 幌 管 区 気 象 台

室 蘭 地 方 気 象 台

樽 前 山 火 山 防 災
協 議 会 会 長

陸 上 自 衛 隊 第 ７ 師 団

航 空 自 衛 隊 千 歳 基 地

北 海 道

石 狩 振 興 局

胆 振 総 合 振 興 局

北 海 道 警 察 本 部

苫 小 牧 警 察 署

千 歳 警 察 署

苫 小 牧 市 消 防 本 部

千 歳 市 消 防 本 部

恵 庭 市 消 防 本 部

白 老 町 消 防 本 部

胆 振 東 部 消 防 組 合 消 防 本 部

国 土 地 理 院 北 海 道 地 方 測 量 部

（ 一 社 ） 苫 小 牧 観 光 協 会

（ 一 社 ） 白 老 観 光 協 会

支 笏 湖 温 泉 旅 館 組 合

学 識 経 験 者

北 海 道 旅 客 鉄 道 株 式 会 社 苫 小 牧 地 区 駅

北 海 道 旅 客 鉄 道 株 式 会 社 室 蘭 保 線 所

東日本電信電話株式会社北海道事業部苫小牧支店

株 式 会 社 ド コ モ Ｃ Ｓ 北 海 道 北 海 道 南 支 店

北海道電力ネットワーク株式会社苫小牧支店

苫 小 牧 港 管 理 組 合

東日本高速道路株式会社北海道支社北広島管理事務所
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第２章 災害予防計画

第１節 噴火規模の想定

第１ 噴火場所及び規模の想定

樽前山は２千数百年の休止期のあと、1667年に活動を再開し、安山岩質マグマによる大規模な降下

軽石・軽石流の噴火を２回繰り返し、山頂に外輪山（小型カルデラ）を生じた。その後、中央火口丘

を形成し、さらに溶岩ドーム形成を２回繰り返している。現在は、300年余り前に始まった活動期にあ

ると考えられている。

平成23年６月、火山噴火予知連絡会において風不死岳が活火山として選定されたが、既に活火山と

して選定されている樽前山の山頂と隣接していることや約9,000年前から始まった樽前山の火山活動

は、風不死岳の活動の中心が樽前山側へ移動したと考えられる過去の噴火活動の推移等から、樽前山

と風不死岳の両火山は一連の活火山と考え、樽前山と風不死岳を一括して「樽前山」に含めることと

している。

想定される噴火場所は、山腹から山麓にかけては側火山や噴気孔が存在しないこと、樽前山噴火災

害危険区域予測図報告書及び火山に関する研究結果報告・樽前山（北海道防災会議）など多くの資料

からも「山頂部のカルデラ内火口原」としている。

樽前山の噴火の規模は、明確な予想が不可能であるが、次の第１の可能性が最も高く、続いて第２、

第３の可能性も考えられる。（樽前山火山避難計画参照）

その他、市域内の活火山として噴火警戒レベル未導入の「恵庭岳」があり、噴火等が発生及び発生

するおそれがある場合には、必要な予防対策を講じることとする。

区   分 予 想 さ れ る 噴 火 の 状 況

第 １ の 可 能 性

（小規模噴火）

溶岩ドーム周辺の活動に続いて、溶岩ドームを一部又は全部破壊する噴火（小規

模～中規模）が起こる。放出岩塊（溶岩ドームの破片）の到達距離は山頂火口から

最大で半径約２㎞までと推定される。山麓部では厚さ最大数㎜程度の降灰が予想さ

れる。

第 ２ の 可 能 性

（中規模噴火）

第１の可能性の溶岩ドームの破壊に続いて、又は小規模噴火を経ず、軽石・スコ

リア・火山弾・火山礫・火山灰等を放出し、さらにその後、新たな溶岩ドームを形

成する。放出岩塊の到達距離は最大で半径約２～３ｋｍまでと推定される。山麓部

では厚さ最大数ｃｍ程度の降灰が予想される。

多量の降灰がある場合は、噴火直後から数年先まで降雨型泥流が発生する可能性

がある。
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第 ３ の 可 能 性

（大規模噴火）

1739年及び1667年の噴火のように、第２の可能性のほか、降下軽石、軽石流をも

たらす軽石噴火が起こる。放出岩塊の到達距離は山頂火口から最大で半径約４㎞ま

でと推定される。噴煙柱は高さ10km以上に達し、上層の偏西風に支配され、降灰は

道央から道東に及ぶ。降灰量は千歳市、苫小牧市、恵庭市で厚さ10㎝～1mに達する

可能性がある。降下軽石及び高温の軽石流が発生し、北側ではシシャモナイ川及び

クチャワッカナイ川、東斜面では口無沼及び錦多峰川、南斜面では覚生川及び樽前

川などを流下する。

多量の降灰がある場合は、噴火直後から数年先まで降雨型泥流が発生する可能性

がある。

第２ 過去の噴火における堆積物の分布

年   代

堆 積 物

噴 火 規 模

降 下 火 砕 物 の 分 布 火砕流の分布

1667年 東方、十勝平野、道東まで 北～南方及び山麓部 大規模噴火

1739年 東北東、大雪山系まで 北～南方及び山麓部 大規模噴火

1804～1817年 東方、勇払平野まで 中規模噴火

1874年 南南東、社台、綿岡まで 北西側、北東側、南側 中規模噴火

1909年 山麓（支笏湖畔）、苫小牧 中規模噴火

1978年～1981年 山頂から山麓（支笏湖畔） 噴火口近傍 小規模噴火
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第２節 被害の想定

第１ 被害の予想

区   分 大 規 模 噴 火 の 際 に 予 想 さ れ る 被 害

降下火砕物・噴出

岩塊による被害

噴火に伴って、火口から吹き飛ばされる噴石は、時には、火口から数km程度まで飛

散し、落下の衝撃で死傷したり、家屋・車・道路などが被害を受けることがある。樽

前山の大規模な噴火により、風の影響を受けないで飛散する大きな噴石の到達範囲は、

火口から概ね4kmと想定されている。

火山灰は粒径が小さいほど風によって火口から遠くまで運ばれ広域に降下、堆積す

る。大規模な噴火では噴煙柱高度が10,000m以上に達し、火山灰等の到達範囲は気象条

件により大きく左右されるが、一般的には偏西風によって東方へ運ばれることが予想

される。

降灰による影響は、樽前山から約25㎞以内では25㎝～100㎝、風向きによっては100

㎝以上の堆積が予想され、都市交通、産業機能がマヒするなど、農地にも破滅的な被

害を及ぼし、二次災害として降雨による土石流等の土砂移動が予想される。

火砕流による被害

火砕流は、火山灰や岩塊、空気や水蒸気が一体となって急速に山体を流下する現象

であり、速度は時速数十kmから百数十kmで流れることが多く、温度は数百℃にも達し、

火砕流発生後の脱出は不可能。大規模な場合は地形の起伏にかかわらず広範囲に広が

る。樽前山においては、北はシシャモナイ沢から支笏湖、クチャワッカナイ沢からモ

ラップ、東側は東斜面から口無沼及び錦多布川、南側は南斜面から覚生川の流域が危

険区域とされており、森林破壊、焼失、埋没などの災害が想定される。

また、積雪期に火砕流が発生した場合には、融雪型火山泥流の発生が予想される。

火山ガスによる被

害

火山ガスは、火口から噴出される気体を言い、硫化水素や二酸化硫黄などが含まれ

動植物の生命に危害を与える。著しく噴気活動が活発化したときには、南外輪山から

火山ガスが谷沿いに流れ植生被害の発生する可能性があるが、樽前山は独立峰である

ため比較的火山ガスがたまりにくいと考えられている。

融雪型火山泥流に

よる被害

融雪型火山泥流は、噴火に伴う融雪が原因で発生し、岩石や土砂が水と混合して一

体となって流下する現象で、時速数十㎞に達し、谷沿いに遠方まで到達する大変危険

な火山現象である。このほか、火口からの熱水噴出、火砕流の支笏湖及び山麓南側河

川への流入が想定される。融雪型火山泥流の規模は、平年積雪量と火砕流の噴出量を

地形及び物理的条件に基づき氾濫範囲をシミュレーションにより設定した結果、被災

はシシャモナイ沢、モラップ沢では、20～30分で支笏湖に流入することが予想される。

土石流（二次泥流）

による被害

土石流(二次泥流)は、噴火で堆積した火山灰や火砕流堆積物、岩塊などが降雨に伴

って流下する現象で、時速数十kmに達することがある。噴火活動が終息しても降雨の

たびに長期間発生する。

土石流（降雨誘因）の規模は、100年確率の降雨による土砂移動現象をシミュレーシ

ョンにより想定。北麓のシシャモナイ沢、モラップ沢では、20～30分で支笏湖に流入

するほか、市街地等の低地域に土石流（二次泥流）が発生する可能性がある。
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火山性地震等によ

る被害

樽前山及びその周辺に起こる地震として、①樽前山の山体で発生する火山性地震、

②支笏カルデラと関連して発生する地震、③樽前山や支笏カルデラから離れた地点で

発生する地震が考えられている。

火山性地震は、一般的にその規模は小さいので地震そのものによる被害は少ない。

しかし、規模の大きな地震で震源に近いところでは大きな揺れを感じることがある。

また、火山の爆発的噴火に際しては、空振（空気振動）により窓ガラスが損傷する

ことも考えられる。

ドームの破壊によ

る被害

ドームの破壊を伴う中規模噴火に対しては、火山弾、火山岩塊の放出があり、風の

影響を受けないで飛散する大きな噴石の到達範囲は、火口から約２～３㎞であると考

えられる。

支笏湖の津波によ

る被害

大規模噴火により、規模の大きな火砕流が支笏湖に流入した場合、数ｍの大きな津

波が発生し、船舶の被害はもとより湖岸の美笛、オコタン、丸駒温泉、幌美内、湖畔

などの低地では浸水する可能性がある。
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第２ 被害危険予想区域

樽前山の過去の噴火による被害範囲（資料編に掲載の「樽前山の過去の噴火による被害範囲」を参

照）に基づき、噴火が起こった場合に想定される被害危険予想区域は、資料編に掲載の「樽前山火山

噴火被害危険予想区域」、「土石流（二次泥流）による被害予想区域」のとおりとする。

なお、危険度の区分は便宜的、相対的なものであり、絶対的な基準はないが、一般的に危険度重大、

大の区域では、建物の倒壊、焼失、流下する可能性が大きいものと考えられる。

１ 危険度重大の区域

（１）範囲

  風の影響を受けないで飛散する大きな噴石の到達範囲は、中央火口丘から概ね４㎞の区域で、

火砕流の本体及び融雪型火山泥流が到達する危険性の高い範囲は、モラップの一部及び支寒内の

区域

（２）人口動態

   モラップ地区の住民基本台帳人口は、数名程度であるが、その他に春から秋の行楽期には宿泊

施設、キャンプ場等の管理のため従業員４名程度が常駐することが予想されるほか、モラップキ

ャンプ場には１日最高400人程度の利用者がある。

２ 危険度大の区域

（１）範囲

   風向きによっては降下火砕物の堆積厚が100㎝以上となる、中央火口丘からおおむね半径25㎞の

区域及び火砕流の熱風部（火砕サージ）の到達するモラップ、支寒内の地域、さらに降雨時には

土石流の氾濫する可能性がある千歳川、ママチ川沿いの区域

（２）人口動態

   支笏湖地区の住民基本台帳人口は約100世帯約150名であるが、行楽期においてはホテル、商店

従業員が長期間居住するほか通勤者も見込まれる。

   このほか、支笏湖周辺には年間約100万人の観光客（キャンプ場利用者を含む。）がいる。

（３）宿泊施設等の状況

   危険度大の支笏湖温泉、モラップ地区には、ホテル、旅館、民宿、及び研修施設等の宿泊施設

があり、それらの総定員は約1,200人である。

３ 危険度中の区域

（１）範囲

   降下火砕物の堆積厚が25㎝以上となる危険性の高い区域であり、風向きによっては100㎝以上に

なる可能性があり、卓越風（西風）の状況から確率は低いものの、低気圧の通過時など風向きの

変化によって多量の降灰に見舞われる場合もある地域で、市街地にまで及ぶことが考えられる。

４ 他の区域

  危険度重大、大の区域内の道路網を利用する地域として、美笛地区、オコタン地区、幌美内地区

がある。

（１）公益財団法人資源環境センターの作業員が千歳市街から国道276号を利用して通勤している。

（２）札幌開発建設部千歳道路事務所は、冬期間美笛除雪ステーションを開設し、業務を民間に委託

している。

（３）幌美内地区に居住する者は少ないが、温泉宿泊施設がある。また、冬季を除く期間は観光客等

が訪れ、売店の営業が行われる。
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なお、冬期間に災害が発生した場合、又は大雨や台風等による土砂崩れや落石等により国道276

号、国道453号及び主要道道支笏湖公園線が被害を受け通行不能となった場合、当該地区は孤立す

ることが予想される。

資 料 編 ： 樽前山の記録

      １ 樽前山の形成史

      ２ 樽前火山の活動期と休止期

○ 樽前山の過去の噴火による被害範囲

      ○ 樽前山火山噴火被害危険予想区域

      ○ 土石流（二次泥流）による被害予想区域

第３節 避難場所及び避難所の設定
避難場所及び避難所は、災害の規模その他の状況から危険が予想されるとき、資料編に掲載する施

設に設定するものとする。なお、泥流、土石流（二次泥流）の発生時における避難所は、高台に開設

し避難者を収容する。

また、噴火に際し、支笏湖地区住民等（観光客、登山者及びキャンパー等を含む）が市街地に避難

する場合の避難所は、別に示す「樽前山噴火災害対策支笏湖地区避難計画」による。

資 料 編 ○ 指定緊急避難場所及び指定避難所等一覧

第４節 地域住民への啓発
住民や観光客等に噴火時の危険区域や内容及び心得、あるいは避難場所等を掲載した「樽前山ハザー

ドマップ」を作成・配布し、火山防災意識を高めさせるとともに噴火災害時における安全対策の資料

として活用する。
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第３章 災害応急対策計画

第１節 災害応急対策の基本方針
地震災害対策編第３章第１節「災害応急対策の基本方針」に準ずる。

なお、樽前山噴火災害対策として行う支笏湖地区住民等（観光客、登山者及びキャンパー等を含む）

の避難については、「樽前山噴火災害対策支笏湖地区避難計画」として、別に定める。

参考資料（別冊） ○ 樽前山噴火災害対策支笏湖地区避難計画

第２節 災害対策本部

第１ 災害対策本部の設置及び廃止

１ 災害対策本部の設置

  次の各号の一に該当する状況が発生した場合、応急対策等を組織的に実施する組織として、災害

対策本部を設置する。

（１）札幌管区気象台から特別警報である噴火警報（居住地域）又は噴火警報が発表されたとき。

（２）小規模噴火が発生したとき。

２ 災害対策本部の廃止

  地震災害対策編第３章第２節第１「２ 災害対策本部の廃止」に準ずる。

３ 災害対策本部設置及び廃止の通知

  地震災害対策編第３章第２節第１「３ 災害対策本部の設置及び廃止の通知」に準ずる。

４ 現地対策本部の設置及び廃止

  地震災害対策編第３章第２節第１「４ 現地対策本部の設置及び廃止」に準ずる。

５ 災害対策本部の組織

  地震災害対策編第３章第２節第１「５ 災害対策本部の組織」に準ずる。

６ 災害対策本部の設置及び指揮権限の委任

  地震災害対策編第３章第２節第１「６ 災害対策本部の設置及び指揮権限の委任」に準ずる。

７ 災害対策本部の運営

  地震災害対策編第３章第２節第１「７ 災害対策本部の運営」に準ずる。

第２ 職員の動員・配備

１ 非常配備の基準

  災害が発生した場合あるいは発生のおそれがある場合には、非常配備の体制をとる。

（１）市職員の非常配備

   地震災害対策編第３章第２節第２「１ 非常配備の基準」に準ずる。

２ 災害対策本部配備要員

  地震災害対策編第３章第２節第２「２ 災害対策本部配備要員」に準ずる。
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第３節 災害警戒本部

第１ 災害警戒本部の設置及び廃止

１ 災害警戒本部の設置

  次の各号の一に該当する状況が発生した場合、災害情報の収集や警戒及び応急対策の準備あるい

は防災関係機関等の情報交換等を組織的に実施するとともに、災害対策本部へ円滑に移行できる組

織として、災害警戒本部を設置する。

（１）札幌管区気象台から警報である噴火警報（火口周辺）又は火口周辺警報が発表されたとき。

（２）噴火に係る前兆（異常）現象が発生し、噴火その他の災害発生が予想されるとき。

２ 災害対策本部設置への移行

  地震災害対策編第３章第３節第１「２ 災害対策本部設置への移行」に準ずる。

３ 災害警戒本部の廃止

  地震災害対策編第３章第３節第１「３ 災害警戒本部の廃止」に準ずる。

４ 災害警戒本部の組織

  地震災害対策編第３章第３節第１「４ 災害警戒本部の組織」に準ずる。

５ 災害警戒本部の設置及び指揮権限の委任

  地震災害対策編第３章第３節第１「５ 災害警戒本部の設置及び指揮権限の委任」に準ずる。

第２ 職員の動員・配備

１ 非常配備の基準

  災害が発生した場合あるいは発生のおそれがある場合には、非常配備の体制をとる。非常配備の

種別と配備時期については、次のとおりとする。

非常配備の基準

種  別 配 備 内 容 配 備 時 期

注 意 配 備
災害の発生に備え、情報収集を行える体制とす

る。

噴火に係る前兆（異常）現象が発生

し、噴火その他の災害発生が予想され

るとき。

警 戒 配 備

災害が発生し、又は災害が発生するおそれがあ

る場合、災害情報の収集や警戒及び応急対策の準

備あるいは防災関係機関等の情報交換を組織的に

実施するとともに、災害対策本部へ円滑に移行で

きる組織とする。

札幌管区気象台から警報である火口

周辺警報（レベル２：火口周辺規制）

が発表されたとき。

２ 災害警戒本部配備要員

  地震災害対策編第３章第３節第２「２ 災害警戒本部配備要員」に準ずる
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第４節 火山現象に関する情報の収集及び伝達

第１ 火山現象に関する警報、予報、情報等

火山現象に関する警報及び予報は、気象業務法（平成29年法律第41号）第13条の規定により発表さ

れる火山現象警報（噴火警報（居住地域）・噴火警報（火口周辺））、火山現象予報及び火山現象注意報

（噴火予報、降灰予報、火山ガス予報等）である。

また、火山現象に関する情報は、同法第11条の規定により発表される噴火速報、火山の状況に関す

る解説情報である。

第２ 噴火警報・予報等の種類

１ 噴火警報(居住地域)・噴火警報(火口周辺)

札幌管区気象台が、噴火に伴って発生し生命に危険を及ぼす火山現象（大きな噴石、火砕流、融

雪型火山泥流等、発生から短時間で火口周辺や居住地域に到達し、避難までの時間的猶予がほとん

どない火山現象）の発生が予想される場合やその危険が及ぶ範囲の拡大が予想される場合に、火山

名、警戒が必要な範囲（生命に危険を及ぼす範囲）等を明示して発表する。

「警戒が必要な範囲」が居住地域まで及ぶ場合は「噴火警報（居住地域）」、火口周辺に限られる

場合は「噴火警報（火口周辺）」を発表する。

噴火警報(居住地域)は、警戒が必要な居住地域を含む市町村に対する「火山現象特別警報」に位

置づけられる。

２ 噴火予報

  札幌管区気象台が、火山活動の状況が静穏である場合、あるいは火山活動の状況が噴火警報には

及ばない程度と予想される場合に発表する。

３ 噴火警戒レベル

札幌管区気象台が、火山活動の状況の状況に応じて、「警戒が必要な範囲」と、防災機関や住民等

の「とるべき防災対応」を５段階に区分し、噴火警報・予報に付して発表する。

噴火警戒レベルは、各火山の火山防災協議会等において、噴火警戒レベルに応じた防災対応や避

難対象地域等の共同検討を通じて、導入や改善を行う。

火 山 名 噴火警戒レベル運用年月日

樽 前 山 ２００７年（平成１９年）１２月１日
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樽前山の噴火警戒レベル

種

別

名

称
対象範囲

レベル

(キーワード)
火山活動の状況

住民等の行動及び登

山者・入山者等への対

応

想定される現象等

特

別

警

報

噴
火
警
報(

居
住
地
域)

又
は
噴
火
警
報

居住地域

及びそれ

より火口

側

５
（避難）

居住地域に重大な
被害を及ぼす噴火が
発生、あるいは切迫し

ている状態にある。

危険な居住地域か
らの避難等が必要。

●大規模噴火が発生し、火砕流が居住地域まで

到達、あるいはそのような噴火が切迫してい
る。

【過去事例】

1667 年及び 1739 年：大規模噴火、火砕流
が広範囲に流下して火口から 10km 以上の海
岸まで到達、多量の軽石や火山灰が広範囲に

堆積。
●中～大規模噴火により融雪型火山泥流が発生

して居住地域に到達、あるいはそのような噴

火が切迫している。
【過去事例】観測事例なし。

４
（高齢者等
避難）

居住地域に重大な

被害を及ぼす噴火が
発生すると予想され
る（可能性が高まって

きている）。

警戒が必要な居住

地域での高齢者等の
要配慮者の避難、住民
の避難の準備等が必

要。

●中規模噴火の頻発等により、火砕流が居住地
域に到達するような大規模噴火の発生が予想さ

れる。
【過去事例】 観測事例なし。
●積雪期に小規模噴火が拡大し、融雪型火山泥

流の発生が予想される。
【過去事例】 観測事例なし。

警

報

噴
火
警
報
（
火
口
周
辺
）
又
は
火
口
周
辺
警
報

火口から

居住地域

近くまで

３
（入山規

制）

居住地域の近くま

で重大な影響を及ぼ
す（この範囲に入った
場合には生命に危険

が及ぶ）噴火が発生、
あるいは発生すると
予想される。

住民は通常の生活。

状況に応じて高齢者
等の要配慮者の避難
の準備等が必要。

登山禁止や入山規制
等、危険な地域への立
入規制等。

●中規模噴火が発生し、大きな噴石が概ね３km 

以内に飛散、あるいは火砕流が谷沿いに流下。
【過去事例】1874 年及び1909 年：中規模噴火、
大きな噴石が火口から２～３km まで飛散、火砕

流が谷沿いに流下して火口から最大３km程度ま
で到達（1874年）、火山灰等が山麓まで厚さ数c
m に堆積。

●地震増加や地殻変動等により、中規模噴火の
発生が予想される。
【過去事例】 観測事例なし。

火口周辺

２

（火口周辺

規制）

火口周辺に影響を
及ぼす（この範囲に入

った場合には生命に
危険が及ぶ）噴火が発
生、あるいは発生する

と予想される。

住民は通常の生活。
（今後の火山活動の
推移に注意）。

火口周辺への立入規
制等。

●小規模噴火が発生し、山頂火口原内外に大き

な噴石が飛散。
【過去事例】 1909 年噴火以降繰り返し発生し
た小規模噴火、山頂部に大きな噴石が飛散。

●地震活動や熱活動の高まり等により、小規模
噴火の発生が予想される。
【過去事例】

1999 年：山頂Ａ火口で急激な熱活動の高まり。
1981年1～2月：地震活動の活発化。
1997 年～2001 年：地震活動の活発化。

予

報

噴

火

予

報

火口内等

１

（活火山で

あることに

留意）

火山活動は静穏。
火山活動の状態に

よって、火口内で火山

灰の噴出等が見られ
る（この範囲に入った
場合には生命に危険

が及ぶ）。

住民は通常の生活
（状況に応じて火山

活動に関する情報収
集、避難手順の確認、
防 災 訓 練 へ の 参 加

等）。状況に応じて火
口内及び近傍への立
入規制等。

●火山活動は静穏、状況により山頂火口内及び
近傍に影響する程度の噴出の可能性あり。

注１） 「大きな噴石」とは、概ね20～30㎝以上の、風の影響をほとんど受けずに弾道を描いて飛散

するものをいう。

注２） 大規模噴火とは、噴煙が１万ｍ以上上がり、火砕流が広範囲に流下し、それに伴う融雪型泥

流が発生するような噴火である。

注３） 中規模噴火とは、噴煙が数千ｍまで上がり、大きな噴石が火口から2～3km まで飛散し、小

規模な火砕流やそれに伴う融雪型泥流が発生するような噴火である。

注４） 小規模噴火とは、噴煙が1,000ｍ以下まで上がり、大きな噴石が山頂火口原内外に飛散する

ような噴火である。
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噴火警戒レベル未導入の火山の場合(恵庭岳)

種別 名 称 対象範囲
警戒事項等

（キーワード）
火山活動の状況

特別警報

噴火警報

(居住地域)

又は

噴火警報

居 住 地 域
及び

それより火口側

居住地域及びそれより火
口側の範囲における厳重

な警戒

（居住地域厳重警戒）

居住地域に重大な被害を及ぼす噴火が発

生、あるいは発生すると予想される場合。

警  報

噴火警報
(火口周辺)

又は
火口周辺警

報

火口から居住地域

近くまでの広い範囲
の火口周辺

火口から居住地域

近くまでの広い範囲の
火口周辺における警戒

（入山危険）

居住地域の近くまで重大な影響を及ぼす
（この範囲に入った場合には生命に危険
が及ぶ）噴火が発生すると予想される場

合。

火口から少し離れた
ところまでの
火口周辺

火口から少し離れたとこ
ろまでの火口周辺におけ

る警戒

（火口周辺危険）

火口周辺に影響を及ぼす（この範囲に入
った場合には生命に危険を及ぶ）噴火が

発生、あるいは発生すると予想される場
合。

予  報 噴火予報 火口内等
（活火山であることに

留意）

火山活動は静穏。
火山活動の状態によって、火口内で火山
灰の噴出等が見られる。（この範囲に入

った場合には生命に危険が及ぶ）

４ 噴火速報

噴火の発生事実を迅速に発表する情報。登山者や周辺の住民に、火山が噴火したことを端的にい

ち早く伝え、身を守る行動をとってもらうために、次のような場合に発表する。

・噴火警報が発表されていない常時観測火山において、噴火が発生した場合

・噴火警報が発表されている常時観測火山において、噴火警戒レベルの引き上げや警戒が必要な

範囲の拡大を検討する規模の噴火が発生した場合（※）

・このほか、社会的に影響が大きく、噴火の発生を速やかに伝える必要があると判断した場合

※噴火の規模が確認できない場合は発表する。

なお、噴火の発生を確認するにあたっては、気象庁が監視に活用しているデータだけでなく、関

係機関からの通報等も活用する。

５ 火山の状況に関する解説情報（臨時）

  噴火警戒レベルの引き上げの基準に達していない、または、噴火警報を発表し「警戒が必要な範

囲」の拡大を行う状況ではないが、今後の活動の推移によっては噴火警報を発表し、噴火警戒レベ

ルの引き上げや、「警戒が必要な範囲」の拡大を行う可能性があると判断した場合等に、火山活動の

状況や防災上警戒・注意すべき事項を伝えるため、「火山の状況に関する解説情報（臨時）」を発表

する。

６ 火山の状況に関する解説情報

  現時点では、噴火警戒レベルを引き上げる可能性は低い、または、噴火警報を発表し「警戒が必

要な範囲」の拡大を行う可能性は低いが、火山活動に変化がみられるなど、火山活動の状況を伝え

る必要があると判断した場合に、「火山の状況に関する解説情報」を適宜発表する。

７ 降灰予報

  気象庁は、次の３種類の降灰予報を提供する。

（１） 降灰予報（定時）

  ・噴火警報発表中の火山で、予想される噴火により人々の生活等に影響を及ぼす降灰が予想さ
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れる場合に、定期的（３時間ごと）に発表する。

   ・18時間先（3時間区切り）までに噴火した場合に予想される降灰範囲や小さな噴石の落下範囲

を提供する。

（２） 降灰予報（速報）

   ・噴火が発生した火山（※１）に対して、事前予測した降灰予報結果の中から最適なものを抽

出して、噴火発生後５～10分程度で発表する。

   ・噴火発生から1時間以内に予想される降灰量分布や小さな噴石の落下範囲を提供する。

   （※１）

・降灰予報（定時）を発表中の火山では、降灰への防災対応が必要となる「やや多量」以上の

降灰が予想された場合に発表。

・降灰予想（定時）が未発表の火山では、噴火に伴う降灰域を速やかに伝えるため、予想され

た降灰が「少量」のみであっても必要に応じて発表。

（３） 降灰予報（詳細）

   ・噴火が発生した火山（※２）に対して、降灰予想結果（数値シミュレーション）を行い、噴

火発生後20～30分程度で発表する。

   ・噴火発生から6時間先まで（１時間ごと）に予想される降灰量分布や降灰開始時刻を提供する。

   （※２）

・降灰予報（定時）を発表中の火山では、降灰への防災対応が必要となる「やや多量」以上の

降灰が予測された場合に発表。

・降灰予報（定時）が未発表の火山では、噴火に伴う降灰域を速やかに伝えるため、予測され

た降灰が「少量」のみであっても必要に応じて発表。

  ・降灰予報（速報）を発表した場合には、予想降灰量によらず、降灰予報（詳細）も発表。

降灰量階級と降灰の厚さ  

降灰量階級 予想される降灰の厚さ

多 量 1mm以上

やや多量 0.1mm以上1mm未満

少 量 0.1mm未満

８ 火山ガス予報

居住地域に長期間影響するような多量の火山ガスの放出がある場合に、火山ガスの濃度が高まる

可能性のある地域を発表する予報。

９ 火山現象に関するその他の情報等

（１）火山活動解説資料

   写真や図表等を用いて火山活動の状況や防災上警戒・注意すべき事項等について解説するため、

臨時及び定期的に発表する。

（２）月間火山概況

   前月一ヶ月間の火山活動の状況や警戒事項を取りまとめたもので、毎月上旬に発表する。

(３) 噴火に関する火山観測報

   噴火が発生したことや、噴火に関する情報（噴火の発生時刻・噴煙高度・噴煙の流れる方向・

噴火に伴って観測された火山現象等）を噴火後直ちにお知らせするために発表する。
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第３ 噴火警報の伝達系統

緊急を要する噴火警報等の伝達は、次の系統により防災行政無線又は電話等で行う。
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第４ 異常現象発見者の通報義務及び通報先

１ 異常現象の通報

（１）発見者の通報

   火山の異常現象を発見した者は、電話その他迅速な方法により、直ちに次に定める「関係機関」

に通報する。

関係機関

機  関  名

連 絡 先

執 務 時 間 執務時間外 左の機関の支所・出張所・駐在所

千 歳 市

総務部危機管理課

（24）3131

内線333
（24）3131

千歳市支笏湖支所      （25）2004

（千歳市支笏湖市民センター）

千 歳 市 消 防 本 部

（消防署）

119番

又は（23）0320

119番

又は（23）3062

千歳市消防署支笏湖温泉出張所

（25）2050

千 歳 警 察 署
110番

又は（42）0110

110番

又は（42）0110

千歳警察署支笏湖駐在所

（25）2144

（２）関係機関相互の通報

   前記以外の方法により異常現象を受理又は発見した機関は、電話その他迅速な方法により、相

互に通報し、緊密な連携を図る。

２ 異常現象の種類

  火山の異常現象とは、おおむね次の現象をいう。

（１）池・沼・井戸水の水位が異常な変化をした場合

（２）水質の汚濁やイオウのにおいを感じた場合

（３）噴煙の色が黄色又は黒っぽく変色した場合

（４）局地的に有感地震が発生した場合

（５）地盤の隆起及び陥没が起きた場合

（６）鳴動、異常音が発生した場合

３ 異常現象の通報先

  市は、異常現象を確認したときは、次に定めるところにより、関係機関に通報する。

通 報 先 通 報 手 段 通 報 す べ き 内 容

札幌管区気象台

地域火山監視・警報センター 自治体専用受信回線 １ 異常現象の発見日時及び場所

２ 異常現象の種類、内容、程度その他

３ 発見者の住所・氏名・連絡方法

４ その他必要な事項

石狩振興局（危機対策室）

(011-204-5818)

一般加入電話又は北海道総合

行政情報ネットワーク

苫小牧市（協議会事務局）

（0144-32-6280）

一般加入電話又は北海道総合

行政情報ネットワーク
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第５節 通信連絡対策

第１ 通信連絡の方法

災害時の防災関係機関相互の通信連絡は、東日本電信電話(株)等の公衆通信設備、北海道開発局や

警察署等の防災関係機関が設置した無線等通信設備及び衛星携帯電話等の移動通信回線の活用により

行うものとする。

また、電気通信事業者は、災害時において、防災関係機関の重要通信を優先的に確保するものとす

る。

なお、千歳市が保有している災害時に利用できる通信設備は次のとおりである。

１ 北海道総合行政情報ネットワークシステム端末による通信手段

  北海道庁、各振興局、各市町村及び北海道出先機関を地上系と衛星系の２つの通信ルートで相互

に接続する通信基盤であり、電話やＦＡＸ等の通信手段がある。

２ 衛星携帯電話による通信手段

  千歳市総務部危機管理課、千歳市消防本部及び市立千歳市民病院で保有する衛星携帯電話による

通信手段である。

３ 移動系防災行政無線による通信手段

  当市が移動系防災行政無線として整備しているもので、一般財団法人移動無線センターがサービ

スするＭＣＡ無線と呼ばれる通信手段であり、本庁舎、各支所、水道局、千歳市消防本部、市立千

歳市民病院、各避難所等に配備している半固定型・携帯型無線機や市で保有している緊急車両等に

搭載している車載型無線機がある。

第６節 警戒避難対策

第１ 避難指示等

１ 市長の避難指示等（災害対策基本法第６０条）

  市長は、噴火警報又は火山の異常現象の通報を受理し、火山現象が住民の生命及び身体に危険が

切迫していると判断したときは、速やかに避難先を明示し、避難のための立退きを指示若しくは緊

急安全確保を指示し、住民避難の措置にあたる。

２ 警察官の避難指示等（災害対策基本法第６１条、警察官職務執行法第４条）

市長が避難のための立退き若しくは緊急安全確保措置の指示を行うことができないとき、又は市

長から要求があったときは、警察官が必要と認める地域の必要と認める居住者、滞在者その他の者

に対し、避難のための立退き若しくは緊急安全確保を指示することができる。

  この場合、直ちに市長へ通知する。

３ 自衛官の避難指示等（自衛隊法第９４条）

  災害派遣部隊等の自衛官は、災害により危険な事態が生じた場合で、警察官がその場にいないと

きは、危険な場所にいる住民に避難の指示をすることができる。

  この場合、直ちに市長へ通知する。
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第２ 避難情報の発令区分

避難情報の発令は、大規模な火砕流等の発生後に広範囲の住民、登山者等を混乱なく一斉に避難さ

せることが困難であることに十分に留意し、火山現象の高まりに応じて適切に避難対象地域を拡大し

ながら段階的な避難指示等を発令するよう努める。

１ 高齢者等避難

  高齢者等避難を発令した際の避難は、火山の現象その他の状況から要配慮者の避難及び住民等が

自主的に避難する場合で、次の要領による。

（１）自主的な避難であっても避難行動要支援者に対する避難支援を実施するため、避難指示発令時

と同様の体制により行うものとする。

（２）縁故、知人等を頼って避難する者を除き、資料編に掲載の避難所に避難する。

（３）避難所において、炊き出し、衣服、生活必需品の給与及び医療等の給付は必要に応じて行う。

（４）避難する場合は、暫時生活のできる程度の食料及び日用品、衣料品及び医薬品のみ持参する。

（５）要配慮者は避難行動を開始する。

資 料 編 ○ 指定緊急避難場所及び指定避難所一覧

２ 避難指示

  噴火警報又は火山の異常現象から、避難対象地域の住民の生命及び身体に危険が切迫していると

判断されるときで、市長が避難指示を発令する。また、必要に応じ警戒区域の設定を行い、確実に

避難させる。

３ 避難対象地域の分類（樽前山火山避難計画第２章第３節から第６節に示す区域）

噴火 噴火警戒レベル 避難対象地域

小規模噴火前兆期
噴火警戒レベル２（火口周辺規制） （火口から半径約２ｋｍ）

小規模噴火期

小規模噴火拡大期

噴火警戒レベル３（入山規制）

支笏湖温泉、モラップ

中規模噴火前兆期

中規模噴火期

小規模噴火拡大期

（積雪期）
噴火警戒レベル４（高齢者等避難）

中規模噴火前兆期

（積雪期）

噴火警戒レベル５（避難）

大規模噴火前兆期

支笏湖温泉、モラップ

（積雪期）

泉沢、若草、白樺、里見、文

京、柏陽、福住

大規模噴火期

具体的な区域を決定する場合には、気象台、火山専門家等の助言に基づき決定する。
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第３ 避難情報の周知

１ 周知の方法

  市長の発する避難指示等の避難情報の周知は、最も急を要することから、次に掲げる方法により、

地域その他の条件を考慮し、住民及び滞在者等に周知する。

（１）防災行政無線によるサイレンの吹鳴によるほか、ホームページ、電話、ＦＡＸ、放送事業者と

する。

（２）防災行政無線による広報

（３）広報車による広報

  ア 支笏湖温泉に所在する千歳警察署支笏湖駐在所の広報車による広報

  イ 市、消防本部及び警察署の広報車による広報

（４）千歳市メール配信サービス、ＳＮＳ、防災アプリによる広報

（５）航空機による広報

   入林者が予想されるとき、その他必要に応じて北海道及び自衛隊ヘリコプター等の出動を要請

し、上空からの広報も実施する。

（６）伝達員による個別伝達

   消防職員及び警察官その他指示権者の命を受けた者が、個別に伝達する。

２ 避難情報の内容

避難情報の周知内容

① 避難情報発令の理由

② 避難対象地域（地区）

  ③ 避難先（場所）

④ 避難経路

⑤ 注意事項

第４ 避難に際して住民のとるべき措置

１ 行動は、すべて誘導責任者、警察官の指示に従い、流言などによって軽挙盲動しないよう注意す

ること。

２ 行動は沈着に行い、避難順位をよく守り、先を争いけが人などの出ないように注意すること。

３ 集結地及び避難場所を熟知しておく。

４ 避難の際の携帯品は、あらかじめ準備しておき、避難の際は混乱を避けるため、必要最小限度の

食糧、衣料、日用品及び医薬品とする。

５ 避難する前には必ず暖房器具は消火を確認し、ガスの元栓は閉め、電気はブレーカーを切るなど

出火を防止すること。被災による漏水等も考えられる場合は水道の元栓等も閉めること。

６ 避難するときは、頭巾又はヘルメット、靴、マスク等を着用すること。

７ 避難者カードを持参すること。また、親戚、知人等のもとに避難する場合は、避難対象区域の避

難誘導責任者に避難先及び連絡先を報告すること。

第５ 避難の方法

１ 避難誘導

  避難誘導は、必要に応じて腕章を付け、又は、夜間等においては懐中電灯を所持する。市職員、

消防団員、警察官、その他自主防災組織等の指示権者の命を受けた者があたる。
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２ 移送の手段

  避難立退きは、避難者が各個に行うことを原則とする。ただし、避難者が自力により立退きが不

可能な場合においては、車両及び船舶等によって移送する。

なお、大規模な立退き移送を要し、市において処置できないときは、自衛隊の派遣を要請して移

送する。

３ 自力により立退きが不可能な場合及び大規模な立退き移送を必要とする場合の措置

  陸路が地割れ、落石等のため自力により立退きが不可能な場合及び大規模な立退き移送を必要と

する場合は、次による。

（１）陸上移送

  ア 噴石等の落下が予想される場合の移送は、自衛隊に装甲人員輸送車の出動を要請し行う。

    なお、装甲人員輸送車の諸元は、次のとおり。

   全長5.8ｍ 全幅2.90ｍ 全高2.21ｍ 重量13.3ｔ

  イ 噴石等の落下が予想されない場合の移送は、市有車両及び自衛隊車両の出動を要請し行う。

    なお、この場合の集結地は、次のとおりとする。

地 区 名 集 結 地 電 話 備 考

支 笏 湖 温 泉 支 笏 湖 小 学 校 グ ラ ン ド （25）2795

美 笛 千歳市美笛キャンプ場管理人事務所 （25）2752 ５月～10月

ポ ロ ピ ナ イ 支 笏 湖 観 光 セ ン タ ー 前 （25）2041 ５月～10月

（２）上空移送

   比較的噴石の落下が少なくヘリコプターの運用が可能な場合の移送は、電話にて北海道(防災航

空室)に対し出動要請又は、北海道(石狩振興局)に対し自衛隊派遣要請依頼を行い、あわせて依頼

文を提出する。

なお、この場合のヘリポートは、次のとおりとする。

ヘリポートの場所 能 力 備 考

モ ラ ッ プ キ ャ ン プ 場 ＵＨ型５～６機離着陸可能

美 笛 湖 畔 ＵＨ型２～３機離着陸可能

支笏湖小学校グランド 小型ヘリを主体として離着陸可能
ＵＨ型については、重量物を搭載した

場合、発進に支障の可能性あり

消防防災ヘリコプターについては、資料編「北海道消防防災ヘリコプター緊急運行様式」による。

資 料 編 ○ 北海道消防防災ヘリコプター緊急運行様式

（３）湖上移送

   比較的噴石の落下が少なく、また、火砕流発生の危険もなく船舶の航行が可能な場合は、支笏

湖観光運輸（株）等に船舶の出動を要請し、次の船着場から支笏湖温泉へ移送する。

地  区  名 船着場の所在 備 考

幌 美 内 支笏湖観光センター前 桟橋あり

〃 丸駒温泉旅館前 桟橋あり
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奥 潭 オコタン野営場跡 桟橋あり

美 笛 美笛川河口

モ ラ ッ プ 支笏湖ボートハウス船着場 桟橋あり

支 笏 湖 温 泉 支笏湖観光運輸（株）船着場 桟橋あり

（４）（１）から（３）までに定める移送は、火山現象その他の状況に応じ、同時に又は適宜の方法

により実施する。

４ 避難者の把握

  避難所には、市職員及び消防団員を派遣し、避難所の管理を行うとともに、避難者の把握を次に

より行い、現地対策本部においてこれを取りまとめ、市災害対策本部へ報告する。

（１）住民等の把握

   支笏湖周辺区域の住民は、避難者カードの回収又は避難状況を聴取し把握する。

（２）観光客等の把握

   観光客等の把握は、宿泊客にあっては、ホテル・旅館等の責任者から、その他の者については、

団体責任者から避難状況を聴取し把握する。

第７節 救助活動

第１ 救助活動

１ 救出・救助

噴火災害が発生した場合、火砕流、土石流によって負傷者や行方不明者が発生することが予想さ

れることから、消防対策部を主管とし、火山噴火に警戒しながら迅速な救出・救護活動を実施する。

市独自で対応できない場合は、防災関係機関の応援を要請し、救出・救護活動を実施する。特に、

自衛隊には、立ち入りを制限している区域や、火砕流等の土砂が堆積している地域でも走行可能な

特殊車両の派遣を要請する。

２ 活動基準等の設定

  救出活動は、本部または現地対策本部に救出活動を実施する機関が集合し、二次災害を防止する

ための火山活動の状況や降雨等の状況による活動基準を設定するとともに、活動範囲及び救出方法

等を協議して実施する。

細部は、地震災害対策編第３章第８節「消防活動」及び第15節「行方不明者の捜索」に準ずる。

第２ 負傷者の搬送

  救助された負傷者は、消防対策部の救急車等により市立千歳市民病院等の医療機関に搬送する。

また、重症者を市外の医療機関へ搬送する場合は、必要により自衛隊及び北海道等の航空機を要

請する。
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第８節 応急医療

地震災害対策編第３章第９節「応急医療と救護」に準ずる。

第９節 警戒区域の設定

噴火災害が発生し、又は発生しようとしている場合で、人の生命又は身体に対する危険を防止する

ために特に必要と認めるときは、樽前山周辺の本市の行政区域内に災害対策基本法第６３条の規定に

基づく警戒区域を設定し、当該区域への立入りを制限し、若しくは禁止し、又は当該区域から退去を

命ずる。

第１ 設定権者

警戒区域の設定は、災害対策基本法第６３条の規定に基づき、市長又は委任を受けた吏員が行う。

ただし、市長若しくは委任を受けた吏員が現場にいないとき、又は市長若しくは委任を受けた吏員か

ら要求があったときは、災害対策基本法第６３条の規定に基づき、警察官が警戒区域を設定し、警察

官がその場にいない場合に限り自衛官が警戒区域を設定することができる。

第２ 設定区域

警戒区域の範囲は、北海道、気象庁、火山専門家等の助言も踏まえ、樽前山火山防災協議会合同会

議等で協議し設定する。

第３ 設定通知

市長は、警戒区域を設定したとき、又は警察官若しくは自衛官から警戒区域を設定した旨の通知を

受けたときは、防災関係機関、隣接市町及びその他必要と認められる公私の団体に通知する。

第４ 設定表示及び警戒態勢

市長は、警戒区域を設定し、又は警察官若しくは自衛官から警戒区域設定の通知を受けたときは、

速やかに看板その他の物件により表示するとともに、災害対策本部員、警察官及び自衛官をして警戒

し、住民等の保護を図る。

第５ 設定区域への立入り許可

災害応急対策に従事する者その他市長が特に必要と認めるものが、警戒区域に立ち入る場合は、市

長が発行する警戒区域の立入り許可書の交付を受け、当該警戒区域の現場において警戒にあたる職員、

警察官又は自衛官に提示をしなければならない。

第６ 設定解除

市長は、災害が発生するおそれが解消したと認められる場合で、人の生命又は身体に危険を及ぼす
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おそれがないと認められるときは、警戒区域の設定を解除する。

この場合における通知は、設定通知に準ずる。

第１０節 交通対策
樽前山が噴火し、又はそのおそれがある場合において、災害広報その他の応急対策従事者及び避難

者の便を図るため、次の路線を確保する。

その際、警察、道路管理者に対し当該路線の交通規制を要請する。

第１ 確保する路線及び利用区分

区  分 路 線 名 利 用 区 分

第 １ 次 路 線

国道276号

主要道道支笏湖公園線

国道453号

避難及び応急対策に使用

第 ２ 次 路 線

(1)市道泉沢藤の沢線から厚平内林道・烏柵舞第１林道・

北５条林道・第１縦断林道を経て国道276号に至る路線

(2)道道支笏湖公園線から千歳林道・水明林道を経て国道

453号に至る路線

応急対策に使用

第２ 第２次路線の確保及び利用区分

１ 市長は、第１次路線のうち、主要道道支笏湖公園線及び国道276号が混雑し、又は混雑が予想され

るときは、石狩森林管理署に第２次路線の使用を要請する。

２ 第２次路線の利用は、次に掲げる車両とする。

（１）災害広報及び避難者輸送用車両

（２）災害応急対策上必要な人員、物資、飲料水等の輸送用車両

（３）電力及び電信電話の復旧対策業務に従事する車両

（４）その他災害応急対策に従事する車両

３ 市長は、主要道道支笏湖公園線及び国道276号の混雑が解消し、災害応急対策に支障が生ずるおそ

れがないと認められるときは、石狩森林管理署に林道の閉扉を要請する。

第１１節 文教対策
教育長は、避難情報が発せられた旨の通知を受け、又は知ったときは学校長等へ連絡のうえ、次

のとおり調整する。

（１）児童・生徒が学校にいる場合

学校長等は、児童・生徒を迅速かつ安全に避難させるものとする。その後速やかに保護者に連

絡し、児童・生徒の引き渡しを行うなど児童・生徒の安全に配慮した対策を講じる。

（２）児童・生徒が学校外にいる場合

   学校長等は、速やかに休校等の判断を行い、各家庭に連絡するものとする。
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第１２節 電力及び電信電話事業対策
災害時における電力及び電信電話事業対策は、次のとおりとする。

１ 電力及び電信電話事業の体制

  噴火災害に際しては、各設備の被害を最小限度にとどめ復旧の迅速を図り電力の供給及び通信確

保の万全を期すため、次の諸対策を実施する。

（１）防護、復旧作業

（２）人員の動員、資材、機器の調達、輸送

（３）需要家への周知

（４）他機関への応援要請

２ 復旧のための措置要請

  市長は、電信電話事業者又は電気事業者から通信確保対策及び復旧送電に必要な支障木の伐採又

は復旧資材、器材、人員の輸送路の確保その他の措置の依頼を受けた場合は、森林管理署、道路管

理者その他関係機関、団体等に諸対策の実施について協力を要請する。

３ 市が管理する送電線の復旧対策

  市が管理する送電線に支障が生じた場合の支障木の伐採その他の復旧対策は、産業振興対策部が

建設対策部の協力を得て実施する。

この場合、市長は、電力事業者に対して労務の提供その他必要な協力を要請することがある。

４ 市長の送電停止要請

  市長は、災害により住民等が避難した地域等で送電が継続されることにより、新たに災害が発生

し、又は災害が拡大すると予想されるときは、電気事業者に対して送電の停止を要請する。

第１３節 応急対策及び復旧事業
災害時における避難誘導等の応急対策及び復旧事業等を実施するために、防災関係機関等の車両、

資機材等の集積を行う場所は、次のとおりとする。

第１ 応急対策用地

施 設 名 称 所 在 地

千歳市防災学習交流施設 千歳市北信濃631番地

青 空 公 園 千歳市あずさ１丁目

水 防 セ ン タ ー 千歳市駒里2212番地（河川防災ステーション内）

第２ 災害復旧事業

地震災害対策編第４章「災害復旧・復興計画」に準ずる。


